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１．はじめに
　日本のマンガ・アニメ、ゲーム等のコンテンツ
が、海外から評価されていると言われてから久しい。
こうした中で、昨年度は日本のコンテンツ産業が大
いにその力を発揮した１年間だったといえる。改め
て昨年度をふりかえってみると、ゲーム分野では米
国企業のナイアンティックと株式会社ポケモンによ
る「Pokémon GO」が世界的に注目された。同作は

一時に比べると落ち着きを見せつつあるものの、未
だに公園など様々な場所で老若男女問わず「ポケ
モンボール」を投げる姿を見かける。また、昨年度
は「VR（仮想現実）元年」と呼ばれる年であり、ソ
ニー・インタラクティブエンタテインメントによ
る「PlayStation VR」や米オキュラス社の「Oculus 
Rift」、台湾のHTCの「HTC Vive」などが発表された。

「東京ゲームショウ2016」においては国内外の多くの
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メーカーによるVR作品が多く展示され、大いに賑
わったところである。VRという技術の中で、日本
のコンテンツがいかに成長していくのか、今後注視
していきたいところである。
　他方、映像分野では、新海誠監督による映画「君
の名は。」が国内でのヒットを皮切りに、世界中で観
られる作品に成長した。そのほか、「シン・ゴジラ」
や「この世界の片隅に」など、映画全体として当た
り年といってよかっただろう。一般社団法人日本映
画製作者連盟によると、邦画の興行収入は148,608
百万円と前年比123.5%と大幅に増加しており、映画
興行収入全体でも235,508百万円と過去最高額になっ
たという。
　これらの日本のコンテンツ産業の海外展開に対
して、2000年代前半より政府は「クール・ジャパン
政策」として後押ししている。2016年９月18日に開
催された「リオ五輪」のフラッグハンドオーバーセ
レモニー１における日本のパフォーマンスをみても、
政府として日本のコンテンツ産業が大いに推されて
いることがわかる。おそらく、2020年東京五輪なら
び「文化プログラム２」においても、マンガ・アニメ、
ゲームに関連する取り組みが進められるのではない
だろうか。
　こうした中で、本稿では、コンテンツ企業による
特許出願動向にあえて着目したい。その背景には以
下の３つの観点がある。
　
■意外と成長していない日本のコンテンツ市場

日本のコンテンツの市場規模をみると、2006年
→2016年の間に12.9兆円→12.1兆円と微減している。
2009年のリーマンショックにおいて12兆円を割り
込んでおり、2015年においては12兆円を超え回復
基調にあるものの、全体的に伸び悩んでいるとい
える。冒頭に整理したようなヒットコンテンツが
数多く生まれた2016年度を含めた統計はまだ整備
されていないものの、コンテンツ市場は「意外と
成長していない」と言わざるをえない。

■コンテンツの消費形態の変化

市場は10年間で概ね横ばいであるが、コンテン
ツそのものはよく報道の材料として活用され、盛
り上がっているように感じる。その背景として、
その楽しみ方自体が常に変化していることも一つ
の要因だろう。
楽しみ方の変化を把握するひとつの観点として、
コンテンツの市場のうち、「デジタルコンテンツ」
の占める比率が高まっていることからその一端が
読み取れる。この「デジタルコンテンツ」の占め
る比率が高まる背景には、テレビ放送が地上デジ
タルテレビ放送に変化したことが、大きくデジタ
ル化に寄与している。加えてコンテンツ分野で唯
一大きな伸びをみせているゲーム分野、特にス
マートフォンの普及に伴い10年間で14倍以上に成
長した「オンラインゲーム」や、「複合型」（インター
ネット広告等）が成長していることなども要因と
なっている。他方で、「音楽・音声」においてはデ

図表１　わが国のコンテンツ産業の市場規模の推移＜コンテンツ別＞

注釈）「複合型」にはインターネット広告等が含まれる（以下同様）
資料）デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2016」
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ジタルコンテンツの比率が下がっていることも興
味深い。この背景には既にデジタル化が進んでい
る業界であるが、パッケージの市場規模が減少し
たことに対して、コンサートの市場規模が伸張して
いることが要因となっているためだと推察される。

■コンテンツ企業各社のビジネスモデルとそれを支

える技術や知的財産

コンテンツの消費主体が比較的若い層であると
考えると、少子化の流れの中で、コンテンツの市
場規模を維持できていることは評価できる。おそ
らくその背景にあるものとして、時代にあわせて
ビジネスモデルを変化させ、消費者の楽しみ方に
対応させてきた各社の努力の賜物であるといえる。
音楽のようにいわゆるCD販売による収入からコ
ンサートの収入に転換させるなど、ビジネスモデ
ル自体を変化させて、新たな市場を開拓した分野

がある一方で、ゲームのようにコンソール（いわ
ゆるゲームのハード）からスマートフォンなどに
対応させるというビジネスモデルに加えて技術的
に大きな変化があった分野もある。
ゲーム分野の例でみられるように、コンテンツ
企業がビジネスモデルを転換する上で、コンテン
ツそのものの変化だけではなく、さまざまな技術
的な変化があると推察される。そして、各社の戦
略としては、こうした技術的な転換を見据えなが
ら、自社が保有する技術を権利化して収益化につ
なげていくことも必要である。この変化をとらえ
る手段として、コンテンツ産業における特許出願
を把握していくことは一考に値するのではないか
ととらえた。
また、特許に着目するもう一つの理由として、
コンテンツ業界における知的財産への意識は、特
許取得等の知財活動からその一端がうかがい知れ
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図表２　日本のコンテンツ市場に占めるデジタルコンテンツの比率

資料）デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2016」

図表３　日本のゲーム産業の市場規模

資料）デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2016」
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るのではないかと考えたためである。コンテンツ
のビジネスは（特許よりは著作権中心であるもの
の）いわば権利ビジネスであり、契約で権利範囲
を定め、それによって取り決めた範囲で収益を得
ていくことがビジネスとしての要諦となる。しか
し、私自身の感覚としては、北米などの同業他社
に比べて、日本のコンテンツ産業の各社では必ず
しもその意識が高いとはいえないと感じる。さら
にいうと映像系の企業は、すでにグローバルな展
開をしているゲームに比べるとやや劣ると感じる
ことも多い。今後クール・ジャパンの一つの柱と
して、日本のコンテンツの海外展開を目指してい
くのであれば、権利に対する意識を測定すること
も重要である。これらの観点からも、コンテンツ
産業の特許動向を把握したいと考えた。

２．データセットの作成
　データセットや分析の実施においては、イノベー
ションリサーチ株式会社の武藤謙次郎氏より協力を
得た。
　分析対象とするデータセットの作成にあたって
は、コンテンツに関わる特許が広範にわたることか
ら、今回の調査では、「A　データ種別」のうち、「映
像データ」のうち「動画」ならびに「ゲーム」に着目
した。データの集計期間は2005年以降の出願として、
2016年については本調査を行った2016年９月９日時
点までを対象とした。
　そのデータから母集団Aとして22,784件（出願
件数ベース）を抽出し、そのうち上位100社がAの
90.1%を占めているため、それらを名寄せ・抽出し
て母集団Bとして20,520件を抽出し、本調査の集計で
は、この母集団Ｂを対象に行っている。

３．コンテンツ企業による特許出願動向
■特許出願動向の概要

特許出願件数を出願人属性別にみると、特に
「①ハード系」のうち「電気機器」などメーカーが
多くなっており、次いで「④家庭用・アミューズ
メントゲーム系」のうち「ゲームソフトウェア開
発」、「③IT系」のうち「情報・通信」の企業が続
いて多くなっている。

 

分類軸 分類1 分類2

テキスト(出版)データ

音楽データ

静止画

動画

ネットワーク接続や通信
を行うゲーム
ソフトウェア

セキュリティとゲーム管
理
課金、決済

付加的サービスの提供

ゲーム機

編集技術

コンテンツサーバーへの
アップロード
データの圧縮/解凍技術

認証、管理、保証、デー
タ保護
電子透かし

著作権保護技術

システム、方法

データ分析、要約、デー
タ整理
入出力インターフェイス

検察対象データの処理関
連

E 電子課金、決済 電子課金、決済

ダウンロード

ストリーミング方式の配
信

D 検索、要約機能技
術

検索、要約機能技術

F 配信 配線形態

B コンテンツ作成/
編集/再生機能

A データ種別

映像データ

ゲーム

暗号/認証技術C コンテンツ保護、
管理

 

出願件数
大分類 小分類

①ハード系 9,316
電気機器 8,759
半導体関連 557

②映像系 358
映像技術 141
放送局 217

③IT系 2,848
情報・通信 2,650
ソフトウェア開発 198

④家庭用・アミューズメントゲーム系 4,583
ゲーム機器 1,152
ゲームソフトウェア開発 3,431

⑤モバイルゲーム系 1,338
SNS・モバイルゲーム事業 1,086
モバイルゲームのソフトウェア開発 252

⑥その他エンターテインメント系 2,316
総合玩具 1,018
通信カラオケ 18
パチンコ・パチスロ関連 1,280

⑦その他 859

出願人属性

図表５　属性別の特許出願件数

（2005年１月１日〜2016年９月９日）

資料）イノベーションリサーチ株式会社の武藤謙次郎氏
提供資料（以下、同様）

図表４　分析対象とするデータセット

（青色セルを集計対象）

資料）イノベーションリサーチ株式会社の武藤謙次郎氏
提供資料
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続いて大分類を対象に特許出願件数を時系列で
みると、全体的に特許出願件数が2005→2015年で
2,472件→1,672件と減少傾向となっている。特に電
気機器を含む「①ハード系」は大幅に減少してい
る。他方で、大幅な伸びをみせているのが、「③
IT系」、「⑤モバイルゲーム系」である。

■特許出願件数のランキング

特許出願件数のランキングをみると、「コナミ
ホールディングス」が1,991件と最も高く、次いで
「ソニーグループ」1,718件、「パナソニックグルー
プ」1,283件と続く。特に「⑤モバイルゲーム系」
の各社をみると、2012年以降の特許出願が急増し
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図表６　特許出願件数の推移

（2005年１月１日〜2016年９月９日）

注釈）共同出願については、各社１つずつ計上したため、これらの合
計値は出願件数ベースである20,520件よりも多くなっている。
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図表７　特許出願件数の属性別シェア
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No. 企業名 出願件数 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 属性大分類
1 コナミＨＤ 1,991 143 159 125 158 179 181 177 398 207 187 72 5 ④
2 ソニーグループ 1,718 155 175 139 155 167 200 222 112 133 153 78 29 ①、④
3 パナソニックグループ 1,283 203 162 139 121 118 91 93 73 163 76 32 12 ①
4 バンダイナムコＨＤ 987 124 131 80 127 74 85 73 54 118 97 24 0 ④、⑥
5 任天堂 901 94 98 66 70 104 102 144 99 76 36 11 1 ④
6 キヤノングループ 876 113 106 110 111 68 46 78 86 77 56 21 4 ①
7 クアルコム 840 2 1 29 63 62 39 57 71 102 165 187 62 ③
8 ＪＶＣケンウッド 664 67 73 40 33 31 43 110 60 81 37 67 22 ①
9 トムソンライセンシング 635 9 10 51 69 90 67 72 96 66 49 47 9 ③
10 ユニバーサルエンターテインメント 621 179 157 121 88 52 6 7 2 1 8 0 0 ⑥
11 東芝グループ 621 82 96 99 85 50 35 44 37 44 33 13 3 ①
12 サムスングループ 573 39 36 49 47 37 16 27 53 70 55 125 19 ①
13 グリー 572 0 0 0 0 0 0 2 13 108 186 238 25 ⑤
14 セガサミーＨＤ 543 52 84 80 92 31 20 28 22 38 54 38 4 ④、⑥
15 日本電信電話 479 41 50 45 57 49 50 57 42 45 36 7 0 ③
16 三菱電機 474 56 32 36 31 49 50 69 34 49 45 18 5 ①
17 スクウェアエニックスＨＤ 431 11 40 30 38 30 29 39 50 67 59 33 5 ④
18 タイトー 409 35 62 68 64 60 15 26 10 25 25 14 5 ④
19 シャープグループ 409 41 42 35 33 29 35 43 48 44 34 22 3 ①
20 ディーエヌエー 398 0 0 0 0 0 0 3 67 119 121 84 4 ⑤
21 富士通 387 30 45 17 41 40 38 43 36 32 46 12 7 ①
22 ＮＥＣグループ 317 34 36 33 54 46 26 18 21 17 22 7 3 ①
23 カプコン 278 10 11 24 23 29 25 18 28 49 36 22 3 ④
24 富士フイルムグループ 236 71 47 42 24 15 9 10 4 3 9 2 0 ⑦
25 日本放送協会 217 25 11 14 7 18 37 29 28 23 22 3 0 ②
26 マイクロソフト 198 38 10 1 24 14 10 19 20 14 29 15 4 ③、④
27 サンパテントトラスト 191 0 2 2 1 3 0 7 22 93 40 14 7 ⑦
28 フィリップス 161 0 12 60 31 15 6 6 7 7 11 4 2 ①
29 リコーグループ 160 40 20 16 25 16 5 6 1 8 16 5 2 ①
30 ＮＴＴドコモ 159 9 5 15 13 10 19 17 18 15 17 15 6 ③
31 日立製作所 159 23 25 38 21 17 13 10 4 5 3 0 0 ①
32 ルネサスエレクトロニクス 158 18 17 17 22 27 19 17 7 8 4 2 0 ①
33 ＫＤＤＩ 122 19 13 21 7 1 8 13 9 17 13 1 0 ③
34 メガチップス 117 5 10 7 19 11 18 9 9 20 9 0 0 ①
35 ネイバーグループ 116 0 13 29 19 7 7 3 9 4 15 9 1 ⑤
36 セイコーエプソン 112 24 42 13 6 8 5 4 4 3 2 1 0 ①
37 コロプラ 108 0 0 0 0 0 2 2 1 3 59 40 1 ⑤
38 日立マクセル 104 7 9 8 7 10 15 17 6 5 5 9 6 ①
39 ＬＧグループ 100 6 0 1 25 16 7 5 1 2 10 20 7 ①
40 沖電気工業 97 8 26 9 10 11 7 4 6 6 7 3 0 ①
41 日立国際電気 87 13 4 13 12 13 12 12 4 1 1 2 0 ①
42 ドルビーラボラトリーズライセンシング 77 0 0 3 1 2 9 7 11 9 16 14 5 ②
43 インフォブリッジ 75 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 49 7 ⑦
44 ＧＬＯＯＰＳ 75 0 0 0 0 0 0 0 11 25 24 15 0 ⑤
45 シーエフピーエイチ 74 0 0 9 9 9 4 1 9 6 11 13 3 ③
46 富士通セミコンダクター 70 12 19 12 9 5 3 4 4 2 0 0 0 ①
47 エレクトロニクスアンドテレコミュニケーションズリサーチインスチチュート 70 0 0 4 2 0 0 1 1 10 27 13 12 ⑦

①0062443749413166トスクネオシソ84
③1216158864110026ンソクリエ94
①2324153321540026ルテンイ05

図表８　特許出願件数ランキング上位１〜50位（2005年１月１日〜2016年９月９日）

注１）属性大分類は図５に対応し、①ハード系、②映像系、③IT系、④家庭用・アミューズメントゲーム系、⑤モ

バイルゲーム系、⑥その他エンターテイメント系、⑦その他となっている。属性が横断している企業については、

２つ記載した。

注２）共同出願については、各社１つずつ計上したため、これらの合計値は出願件数ベースである20,520件よりも

多くなっている。
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No. 企業名 出願件数 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 属性大分類
51 パイオニア 59 17 13 16 6 1 4 0 0 0 2 0 0 ①
52 新世代 58 5 8 20 8 8 9 0 0 0 0 0 0 ④
53 フラウンホーファー研究機構 56 0 0 3 3 3 2 6 4 11 16 7 1 ⑦
54 ニコングループ 56 5 2 4 4 11 2 10 10 4 3 1 0 ①
55 オリンパスグループ 54 14 6 9 7 3 4 6 0 0 2 3 0 ①
56 ファーウェイ 51 0 0 3 5 1 4 2 1 8 8 18 1 ③
57 京セラグループ 51 1 3 8 9 4 1 9 10 4 2 0 0 ①
58 ヤマハ 49 4 8 9 3 12 3 2 1 2 4 1 0 ①
59 カシオ計算機 48 8 7 6 2 5 5 1 11 0 2 1 0 ①
60 ジーイービデオコンプレッション 45 0 0 0 1 1 0 1 0 6 12 17 7 ②
61 アップル 43 3 1 2 1 3 1 6 6 5 10 3 2 ①
62 ＮＸＰ 40 0 4 14 15 4 1 0 0 1 1 0 0 ①
63 コニカミノルタグループ 39 2 5 3 9 6 6 4 2 1 1 0 0 ①
64 ＮＴＴエレクトロニクス 37 3 5 3 5 2 2 4 4 5 4 0 0 ③
65 ノキア 34 0 1 4 16 3 3 3 1 0 1 2 0 ③
66 アクセル 33 3 1 2 1 3 3 13 2 2 3 0 0 ⑥
67 タカラトミー 31 4 3 5 2 3 3 3 0 1 4 3 0 ⑥
68 オランジュ 30 0 0 3 5 3 6 6 0 1 3 3 0 ③
69 ＣＹＧＡＭＥＳ 30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 20 2 ⑤
70 オンライブ 30 0 0 0 0 1 16 1 10 2 0 0 0 ⑦
71 大日本印刷 28 3 1 2 3 1 0 3 8 5 2 0 0 ⑦
72 ハル研究所 27 6 2 0 1 1 13 3 1 0 0 0 0 ④
73 オーエルツー 27 0 0 0 0 0 16 1 9 0 1 0 0 ⑦
74 聯發科技 26 0 0 0 3 0 1 2 0 4 2 11 3 ①
75 フランステレコム 26 0 0 6 5 3 6 6 0 0 0 0 0 ③
76 韓國電子通信研究院 25 0 1 0 5 8 2 1 4 1 3 0 0 ⑦
77 三共 25 12 0 2 5 0 0 2 2 1 1 0 0 ⑥
78 ギャンブリットゲーミング 25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 1 0 ④
79 ＩＰＢＲＩＤＧＥ１号 24 9 4 7 2 1 0 0 1 0 0 0 0 ⑦
80 シーメンスグループ 24 0 0 7 4 1 0 3 2 6 0 1 0 ③
81 ＫＤＤＩ研究所 24 5 0 4 1 7 5 0 0 1 1 0 0 ⑦
82 IBM 23 0 1 2 13 3 0 2 0 2 0 0 0 ③
83 ブラザー工業 22 0 0 5 2 5 2 2 2 0 4 0 0 ①
84 ヴィドスケール 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 12 2 ⑦
85 アイジーティー 20 0 4 6 8 2 0 0 0 0 0 0 0 ⑥
86 イマージョン 20 0 0 0 0 1 1 6 1 2 1 7 1 ⑤
87 エムアンドケーＨＤ 19 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 5 8 ⑦
88 ドルビーインターナショナル 19 0 0 0 1 1 2 0 2 2 6 4 1 ②
89 オリンピア 19 1 10 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 ⑥
90 京楽産業 19 1 0 0 7 1 1 5 0 1 0 3 0 ⑥
91 パオンディーピー 19 0 3 1 0 2 1 0 1 0 11 0 0 ⑤
92 エクシング 18 10 1 3 2 0 1 1 0 0 0 0 0 ⑥
93 エンパイアテクノロジーディベロップメント 18 0 0 0 0 0 0 0 1 4 11 1 1 ③

①00000114930081アィディヴヌエ49
③01820401200081ルグーグ59
①00000004053681ドーカッパトッレーュヒ69
①00011263022181ィテクザ79
③26222310000081トンセールルテカルア89
⑦000611000000071ーツンバギタ99
⑦02040005500061ヨドィヴ001

図表 ９　特許出願件数ランキング上位51〜100位（2005年１月１日〜2016年９月９日）

注１）属性大分類は図５に対応し、①ハード系、②映像系、③IT系、④家庭用・アミューズメントゲーム系、⑤

モバイルゲーム系、⑥その他エンターテイメント系、⑦その他となっている。属性が横断している企業につい

ては、２つ記載した。

注２）共同出願については、各社１つずつ計上したため、これらの合計値は出願件数ベースである20,520件よりも

多くなっている。
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ていることがわかる。また、「②映像系」をみると、
「日本放送協会」が圧倒的であるが、他は外資系が
占めており、国内の民放各社や制作会社はみられ
ないことが特徴といえる。

■特許のポジショニング

ランキングの中でも新しいプレイヤーである
「⑤モバイルゲーム系」を対象に各社の特許のポジ
ショニングを行った。
これをみると、「グリー」と「ディーエヌエー」

が高いポジションにいるが、「グリー」の方がコス
トをかけた出願（重要出願[図表10注１を参照]）が
多く、「ディーエヌエー」は注目度が高い出願（審
査官による被引用回数[図表10注１を参照]）が多い。
このことから、コストに対して「ディーエヌエー」
の方が効率よく他社を排除している可能性がある。

■特許の内容について

コンソールゲームではゲームソフトを購入す
ると、ほとんどの場合は追加的な課金を必要とし
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(審査官による被引用回数合計）

(

重要出願数 被引用回数合計 出願件数
275251605ーリグ
893582372ーエヌエーィデ

ネイバーグループ 110 132 116
8010204ラプロコ
571457ＳＰＯＯＬＧ
03282ＳＥＭＡＧＹＣ
026102ンョジーマイ
91721ーピーィデンオパ

図表10　特許のポジショニング

（審査官による被引用回数×重要出願件数合計）

注１）「審査官による被引用回数」とは審査官によって引用された公報ごとの回
数を指す。この回数が多ければ、注目されている特許出願である可能性があ
る。古い時期の出願ほど回数が多くなる傾向にあり、そこに必ずしも相関関
係があるとは言い切れないが、近時の出願で被引用回数が多いものは、注目
されている特許出願と言ってよい。

注２）「重要出願」とは①外国出願があったもの、②拒絶査定不服審判があっ
たもの、③分割出願元となるもの、④早期審査請求がなされたもの、⑤無効
審判請求を受けたもの、⑥共同出願であるもので、かつ、⑤以外に関しては、
出願人自らの判断で放棄したものではないものを指す。
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ないことに対して、モバイルゲーム／ソーシャル
ゲームとなると、いわゆる「ガチャ」と呼ばれる
課金システムが特徴といえる。この「ガチャ」と
は、モバイルゲーム／ソーシャルゲーム内で課金
することで、ランダムに入手できるアイテムがあ
り、特定のアイテムをそろえると効果を発揮する
ゲーム内のサービスである。

その「ガチャ」に大きくかかわる「課金、決済」
に着目すると、「コナミホールディングス」や「バ
ンダイナムコホールディングス」など「④家庭用・
アミューズメントゲーム系」が上位を占め、「⑤モ
バイルゲーム系」の企業は全体の出願件数の順位
より高い（いいかえると、他の出願よりは「課金、
決済」の件数が多く、力をいれている分野である）
ものの、案外上位を占めていないことがわかる。

４．おわりに
　本稿ではコンテンツ産業、特にゲームや映像に着
目して、特許の出願動向をみてきた。その中から筆
者が着目した３つの点については以下のとおりであ
る。

■ゲーム分野の構造変化とそれに伴うプレイヤーの

変化

冒頭に触れたとおり、ゲーム産業がコンソール
ゲームからソーシャルゲーム等に大きく転換した
結果、「④家庭用・アミューズメントゲーム系」だ
けではなく、「⑤モバイルゲーム系」における特
許の出願件数が増加傾向となっている。かつての
ゲーム制作においては、特定のコンソールにあわ
せたソフトウェアが必要であったが、そのような
時代からスマートフォンという新しく開かれた市
場環境に転換することで、これまでもゲーム制作
会社に加えて、あわせて新しいプレイヤーが増え
てきた。スマートフォン向けアプリケーションの
市場データにおいて、詳細なデータを有するApp 
Annieの「2016年アプリ市場総括レポート」をみ
ると、iOS App Storeの75%、Google Playの90%は
ゲームが生み出しているという。これまでの「④
家庭用・アミューズメントゲーム系」に加えて、

「⑤モバイルゲーム系」のゲーム業界への本格参入
によって、スマートフォン向けアプリケーション
市場が活性化し、その結果がスマートフォン向け
アプリケーションの市場に結実したといえる。加
えて、このようにゲームを取り巻くプレイヤーが
増えてきた中で、2012年にリリースされ、スマー

図表11　特許の内容のうち課金、決済の特許出願件数

注１）属性大分類は図５に対応し、①ハード系、②映像系、③IT系、④家庭用・アミューズメントゲーム系、⑤モバ
イルゲーム系、⑥その他エンターテイメント系、⑦その他となっている。属性が横断している企業については、２
つ記載した。

注２）「⑤モバイルゲーム系」については、企業名に灰色のハッチがつけられている。
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トフォン向けアプリケーションゲームとして、爆
発的なヒットとなった「パズル＆ドラゴンズ」に
おいて、ゲームシステムがとても類似するゲーム
が国内外で多数みられるようになったことも、「⑤
モバイルゲーム系」の各社の権利化の意識が芽生
え、2012年以降の出願件数の増加の背景にあるの
ではないかとも考えられる。
これからもゲーム市場が活性化し、それにあわ
せて権利化の動きが生まれていくことが期待され
る。しかし、１点気にかかる点としては、ゲーム
産業はゲームの開発に限らず、いわゆるプログラ
ミングやCG／イラスト、音声など制作を支援す
る中小の下請けも多数存在し、彼らの収益化が進
んでいるのか疑問が残る。今回はTOP100社のみ
を対象にしたことも中小企業や個人の傾向がみら
れないひとつの要因であるが、権利化を進めてい
るのは一部の大企業がほとんどとなっている。こ
うした下請企業が自らの会社の技術を権利化して、
収益につなげていくことで、さらに新しいプレイ
ヤーとして、成長していくことも期待される。筆
者も大企業に限らず、中小企業においてゲーム開
発会社の下請を担っている企業ともコミュニケー
ションをとる機会が多いものの、権利化の観点か
らみると、関心度合いは大企業に比べて必ずしも
高いとはいえない。ソーシャルゲームに加え、Ｖ
Ｒ等の新しい市場が開かれつつあり、あわせて新
しい技術分野の拡大が期待される中で、自社のコ
ンテンツ制作の技術を見直しながら、権利化を目
指すことで、より受注にあたっての交渉等に活か
し、収益化につなげていくことが、各社の戦略の
一つとして考えられる。

■映像分野における権利の在り方について

映像分野においては、2005年から2016年の間に
地デジ化などの技術的な変化もみられたものの、
日本国内で権利化を進めている企業は「日本放送
協会」にとどまり、同社を除くと、今回の調査対
象であるTOP100以内の企業は外資系のみである。
映像分野はゲーム以上に、コンテンツそのもの

（著作権等）に関する部分が大きいため、そもそも
権利化できない、する必要がない、関心がないこ
とも多いのかもしれない。また、ゲームに比べる

とインタラクティブ性が少ないなど、権利化でき
る部分も少ないともいえる。しかし、映像分野に
おいては、中小の下請け構造はゲーム産業以上に
複雑かつ多くの企業によって成り立っており、末
端では収益的に課題がある企業やクリエイター個
人も多くみられる。こうした中で、権利化は彼ら
の成長にとっての一つの梃になるのではないだろ
うか。
アニメーション業界についてひとつ例に挙げる
と、諸外国に比べて日本でも遅まきながら、アニ
メーションがアナログで手描きを中心とした２D
アニメーションから、よりデジタルでコンピュー
タ上の技術が求められる３Dアニメーションが普
及しつつある。そして、日本の市場にあわせて２
Dアニメーションのような見た目の３Dアニメー
ションの技術も生み出されているなど、独自の技
術の生態系も生まれている。こうした３Dアニメー
ションの現場では、市販のパッケージに留まらず、
独特の表現を行うため、自社でオリジナルの技術
を開発している企業も少なくない。しかし、あま
り権利化されていないことも実情としてみられる。
これらは一例であるが、制作現場を見直していく
ことで、権利化、そして収益化に繋げられるもの
も多いのではないだろうか。

■コンテンツ産業における政策の在り方

筆者のようにいわゆる政策シンクタンクに身
を置く立場からみると、コンテンツ産業、特に同
産業の中小企業・クリエイター等の個人において
は、まだ権利化が疎遠であり、政策的な支援も必
要ではないかと感じる。製造業においても権利者
は大企業が多くを占めるものの、その傾向はコン
テンツ産業においてはさらに顕著なように思え
る。その背景には、前述のとおりコンテンツその
もの（著作権等）に関する部分が大きいため、そ
もそも権利化できない、する必要がない、関心が
ないという傾向がみられる。ただ、コンテンツ産
業は日本標準産業分類においてはサービス業に位
置しているものの、多分に製造業的な側面を有し
ている。それに、経済産業省が行っているＪ-ＬＯ
Ｐのように海外プロモーションにかかる政策的な
支援が生まれることで、コンテンツ企業各社が海
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外市場に関心を高めたという事例もある。そのよ
うに考えると、政策を通じて、コンテンツ産業の
各社においても知的財産を考えるきっかけを与え
ることで、新しい動きが生まれてくるのではない
だろうか。東京五輪を控え、日本への着目が高ま
ることにあわせて、日本が有するコンテンツもさ
らに着目される機会も高まるだろう。そうすると、
コンテンツ制作にかかる技術的な流出も起こり得
る。こうした中で、権利化は国内市場が「頭打ち」
になっているコンテンツ産業を成長させる一つの
キーワードになりうるのではないだろうか。
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１　フラッグハンドオーバーセレモニー：五輪の開催都

市から次の五輪開催都市に引き継ぎを行う式を指す。
２　文化プログラム：簡単に説明すると五輪とあわせて

開催される「文化祭」「文化イベント」である。ただ

し、その位置づけは五輪の中でも重要な項目として位

置づけられており、IOCの「オリンピック憲章のオリ

ンピズムの根本概念」によると「オリンピズムはスポー

ツを文化、教育と融合させ、生き方の創造を探求する

ものである。」（下線部、筆者）と位置づけられており、

さらに同憲章39によると「OCOG（オリンピック競技

大会組織委員会）は少なくともオリンピック村の開村

から閉村までの期間、文化イベントのプログラムを催

すものとする。当該プログラムはIOC理事会に提出し、

事前に承認を得なければならない」と位置づけられて

いる。なお、ロンドン五輪では、オリンピック村の開

村から閉村までの期間に限らず、北京五輪からのフ

ラッグハンドオーバーセレモニー以降の４年間にわた

り文化プログラムを開催し、大いに盛り上がったとい

われる。リオ五輪では、予算等の関係で、４年間にわ

たる文化プログラムは催されなかったが、東京五輪で

はロンドン五輪に引き続き、４年間の文化プログラム

が開催されるという。

−おわり−


